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対象は 2015年 1月から 2017年 8月の間に A大学病院にて， LSSに対する手術を予定
している患者 29 名（男性 17 名，女性 12 名）であった。全患者に対して術前に負荷試験
を実施し，負荷試験前後に下肢痛・腰痛の Visual Analogue Scale（以下，VAS）による評
価と歩行解析を行った。負荷試験後の VAS の値と負荷試験前の VAS の値の差より，Δ下
肢痛とΔ腰痛を計算した。Δ下肢痛が 0 mm 以下であった患者を不変群，Δ下肢痛が 0 
mm より大きかった患者のうち，Δ腰痛が 18 mm 以上であった患者を下肢痛・腰痛増悪
群，18 mm未満であった患者を下肢痛のみ増悪群として 3群に分類した。歩行に関するデ
－タは 16 台の赤外線カメラを使用した三次元動作解析装置（VICON MX: Vicon Motion 






 VAS の結果から，対象は下肢痛・腰痛増悪群 8 名，下肢痛のみ増悪群 12 名，不変群 9
名に分類された。体幹・胸椎前傾角度に関しては，主効果，交互作用ともに認められな
かった。腰椎前傾角度に関しては負荷試験前後の主効果を認め（p = 0.021），3 群におい
て負荷試験前より負荷試験後で腰椎前傾角度は有意に増加していた（下肢痛・腰痛増悪
群：2.8 ± 2.4°vs 3.3 ± 3.0°，下肢痛のみ増悪群：5.6 ± 3.4°vs 7.0 ± 4.1°，不
変群：3.5 ±  2.5°vs 4.0 ±  2.2°）。骨盤前傾角度に関しては交互作用を認め（p = 
0.003），下肢痛・腰痛増悪群においてのみ，負荷試験前より負荷試験後で骨盤前傾角度は
有意に増加していた（2.3 ± 1.3°vs 3.7 ± 2.4°，p = 0.002）。骨盤前傾角度の増加量
（負荷試験後－負荷試験前）は，下肢痛のみ増悪群（－0.6 ± 0.8°），不変群（－0.3 
± 1.3°）と比較し，下肢痛・腰痛増悪群（1.4 ± 1.5°）は有意に高値を示した（p = 
0.002）。不変群 9 名を除いた 20 名で相関分析を行った結果，負荷試験前の体幹前傾角度
とΔ下肢痛との間に有意な負の相関（r = －0.455）を認めた。さらに負荷試験前後それぞ
れの腰椎前傾角度とΔ腰痛との間に有意な負の相関（r = －0.508，r = －0.503），骨盤
















 以上， 本論文は LSS 患者の歩行負荷により 生じ る腰痛と関係する脊柱・ 骨盤運動を明ら
かにし たもので， LSS 患者の腰痛に対するリ ハビリ テ－ショ ンに有益な示唆を与え， 保健
学の発展に資すると ころが大きい。  
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判 定      合 格 
 
上記 3名の審査委員会委員全員が出席のうえ，平成 30年 11月 15日の第 154回広島大
学保健学集談会及び平成 30年 11月 15日 本委員会において最終試験を行い，主として次
の試問を行った。 
 
1 腰部脊柱管狭窄症の成因と疫学 
2 腰部脊柱管狭窄症がもたらす痛み 
3 腰部脊柱管狭窄症患者の術前・術後の理学療法 
4 三次元動作解析の信頼性 
5 本研究結果のリハビリテ－ションへの反映 
 
これらに対して極めて適切な解答をなし，本委員会が本人の学位申請論文の内容及び関
係事項に関する本人の学識について試験した結果，全員一致していずれも学位を授与する
に必要な学識を有するものと認めた。 
 
